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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

SSBJ基準用語集 
2025年 3月 31日公表 

Ver. 1.0 

本文書は、2025年 3月 5日にサステナビリティ基準委員会（SSBJ）より公表された SSBJ基準
（2025年基準）を適用することを前提として作成しています。 
2026年 3月 13日に SSBJ より公表された改正 SSBJ基準（2026年改正基準）を適用する
場合は、2026年 3月 31日公表の Ver. 2.0 をご参照ください。 

 
目 的 

1. 本文書は、SSBJ基準における用語集を提供することを目的としています。 
 
用語集 

A～Z ア～オ カ～コ サ～ソ 
タ～ト ナ～ノ ハ～ホ マ～モ 
ヤ～ヨ ラ～ロ ワ～ン  

 
最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

A～Z   

CO2相当 1単位の二酸化炭素の地球温暖化係数を用いて表される、それぞ
れの温室効果ガスの地球温暖化係数を示すための普遍的な測定
単位をいう。 
この単位は、さまざまな温室効果ガスの放出（又は放出の回避）
について共通の基準で評価するために使用される。 

気候基準 
第 6項(8) 

GHG プロトコル
（2004年） 

「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004
年）」をいう。 

気候基準 
第 49項 

IFRS サステナビリ
ティ開示基準 

ISSB が開発した次の基準をいう。単に「ISSB基準」ともいう。 
① IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全

般的要求事項」（2023年 6月公表）（IFRS S1号） 
② IFRS S2号「気候関連開示」（2023年 6月公表）

（IFRS S2号） 

適用基準 
第 4項(10) 

ISSB 国際サステナビリティ基準審議会をいう。 － 

ISSB基準 「IFRS サステナビリティ開示基準」参照。 － 

SASB スタンダード IFRS財団が 2022年 8月に統合した旧価値報告財団のサステ
ナビリティ会計基準審議会（SASB）が開発した、77 の産業別の

適用基準 
BC79項 
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最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

サステナビリティ開示基準をいう。 

SSBJ サステナビリティ基準委員会をいう。 － 

SSBJ基準 「サステナビリティ開示基準」参照。 － 

TCFD 金融安定理事会の「気候関連財務開示に関するタスクフォース」を
いう。 

一般基準 
BC25項 
 

ア～オ   

移行計画 「気候関連の移行計画」参照。 － 

移行リスク 「気候関連の移行リスク」参照。 － 

温室効果ガス 「京都議定書」に記載されている 7種類の温室効果ガス、すなわ
ち、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素
（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、三フッ化窒素
（NF3）、パーフルオロカーボン類（PFCs）及び六フッ化硫黄
（SF6）をいう。 

気候基準 
第 4項(6) 

温室効果ガス排
出の純量目標 

温室効果ガス排出の総量目標から、計画されているオフセットによる
温室効果ガス排出の削減量を差し引いた排出目標をいう。 

気候基準 
BC212項 

温室効果ガス排
出の絶対総量 

企業による現在又は将来における直接的及び間接的な緩和及び
適応の取組み（例えば、使用する計画があるカーボン・クレジット）
を考慮に入れる前の、原単位ではない、オフセット前の温室効果ガ
ス排出量をいう。 

気候基準 
BC110項 

温室効果ガス排
出の総量目標 

計画されているオフセットによる温室効果ガス排出の削減量（例え
ば、温室効果ガス排出をオフセットするために使用する計画であるカ
ーボン・クレジットによる温室効果ガス排出の削減量）を考慮しな
い、企業のバリュー・チェーン内で計画されている温室効果ガス排出
目標をいう。 

気候基準 
BC212項 

（温室効果ガスの
排出の）直接測
定 

温室効果ガス排出を直接モニタリングすることをいう。 気候基準 
BC170項
(1) 

（温室効果ガスの
排出の）見積り 

温室効果ガスを排出する活動に関して、活動量に、活動量当たり
の温室効果ガス排出を表す排出係数を乗じることにより温室効果ガ
ス排出を見積ることをいう。 

気候基準 
BC170項
(2) 

カ～コ   

カーボン・クレジット カーボン・クレジットを付与する制度等によって発行され、温室効果ガ
ス排出の削減又は除去を表す単位をいう。 
カーボン・クレジットは、電子登録によって一意にシリアル化され、付

気候基準 
第 6項(20) 
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最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

与され、追跡され、無効化される。 

開示トピック 次のガイダンスの情報源において示された、特定の産業に属する企
業が行う活動に基づく、具体的なサステナビリティ関連のリスク又は
機会をいう。 
① ISSB が公表する IFRS サステナビリティ開示基準及び付属す

るガイダンス 
② IFRS財団が公表する「SASB スタンダード」（2023年 12月

最終改訂） 

適用基準 
第 4項(11) 

過去の報告期間
の誤謬 

過去の 1期以上の報告期間に係る企業のサステナビリティ関連財
務開示における脱漏又は誤表示をいう。 

適用基準 
第 87項 

活動量 温室効果ガス排出をもたらす企業の活動を表現する数値をいう。 気候基準 
BC170項
(3) 

間接的な温室効
果ガス排出 

報告企業の活動の結果であるものの、別の企業が所有又は支配す
る排出源から発生する温室効果ガス排出をいう。 

気候基準 
第 6項(3) 

完全性 主要な利用者がサステナビリティ関連のリスク又は機会を理解するう
えで必要なすべての重要性がある情報が含まれていることをいう。 

適用基準 
A13項 

関連性 サステナビリティ関連財務情報が、主要な利用者が行う意思決定に
相違を生じさせることができることをいう。 
情報は、一部の利用者がその情報を利用しないことを選択する場合
や、既に他の情報源から知っている場合であっても、意思決定に相
違を生じさせることができる場合がある。サステナビリティ関連財務情
報は、予測価値、確認価値又はこれら両方を有する場合に、利用
者の意思決定に相違を生じさせることができる。 

適用基準 
A6項 

企業の見通しに影
響を与えると合理
的に見込み得る
気候関連のリスク
及び機会 

短期、中期又は長期にわたり、企業のキャッシュ・フロー、当該企業
のファイナンスへのアクセス又は資本コストに影響を与えると合理的に
見込み得る気候関連のリスク及び機会をあわせたものをいう。 

気候基準 
第 4項(5) 

企業の見通しに影
響を与えると合理
的に見込み得るサ
ステナビリティ関連
のリスク及び機会 

短期、中期又は長期にわたり、企業のキャッシュ・フロー、当該企業
のファイナンスへのアクセス又は資本コストに影響を与えると合理的に
見込み得る、すべてのサステナビリティ関連のリスク及び機会をあわせ
たものをいう。 

適用基準 
第 4項(6) 

気候関連の移行 温室効果ガス排出の削減などの活動を含む、低炭素経済に向けた 気候基準 
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計画 移行のための企業の目標、活動又は資源を示した企業の全体的な
戦略の一側面をいう。単に「移行計画」ともいう。 

第 5項(1) 

気候関連の移行
リスク 

低炭素経済に移行する取組みから生じるリスクをいう。単に「移行リ
スク」ともいう。 
移行リスクには、政策、法律、技術、市場及びレピュテーション・リスク
が含まれる。 

気候基準 
第 4項(3) 

気候関連の機会 企業にとっての、気候変動から生じる潜在的なポジティブな影響をい
う。 

気候基準 
第 4項(4) 

気候関連の物理
的リスク 

気候変動によりもたらされるリスクで、事象を契機とすることがあるもの
（急性の物理的リスク）又は気候パターンの長期的な変化によるも
の（慢性の物理的リスク）をいう。単に「物理的リスク」ともいう。 

気候基準 
第 4項(2) 

気候関連のリスク 気候変動が企業に与える、潜在的なネガティブな影響をいう。 
気候関連のリスクは、気候関連の物理的リスク及び気候関連の移
行リスクに分類される。 

気候基準 
第 4項(1) 

気候変動に関する
最新の国際協定 

気候変動に対処するための「国連気候変動枠組条約」の締約国と
しての国家間の協定をいう。 
本文書の公表時点においては、2015年 12月に国連気候変動
枠組条約第 21回締約国会議（COP21）において採択され、
2016年 4月に発効した「パリ協定」が該当する。 
また、国際航空及び国際海運における温室効果ガス排出の削減に
関する取決めについては、国際民間航空機関（ICAO）及び国際
海事機関（IMO）において「気候変動に関する最新の国際協定」
を参照して国家間で合意し、取決めがなされており、このような取決
めも「気候変動に関する最新の国際協定」に含まれると考えられる。 

気候基準 
第 4項(7)
及び 
BC33項 

気候レジリエンス 気候関連の変化、進展又は不確実性に対応する企業の能力をい
う。 

気候基準 
第 5項(2) 

経営支配力アプロ
ーチ 

子会社等の投資先の意思決定機関に対する支配力を通じて、当
該投資先の経営方針を決定する力を持つ場合、持分割合によら
ず、当該投資先の温室効果ガス排出量の 100％を報告企業の温
室効果ガス排出量に含める測定アプローチをいう。 

気候基準 
第 6項(16) 

契約証書 次のいずれかをいう。 
① エネルギー生成に関する属性と一体となっている電気等の購入

契約 
② 電気等の購入契約から分離された、エネルギー属性に着目して

締結される契約 

気候基準 
第 6項(12) 
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最初に戻る   
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検証可能性 情報が、その情報自体又はそれを導き出すために利用したインプット
のいずれかを裏付けることが可能であることをいう。 

適用基準 
A23項 

コア・コンテンツ サステナビリティ関連のリスク及び機会に関して開示すべき、経営全
般に関連する次の 4 つの構成要素をいう。 
① ガバナンス 
② 戦略 
③ リスク管理 
④ 指標及び目標 

適用基準 
BC12項、 
一般基準 
BC24項、 
気候基準 
BC36項 

後発事象 次に該当する事象をいう。 
① 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承

認日までに報告期間の末日現在で存在していた状況について
の情報の入手 

② 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承
認日までに発生する取引、その他の事象及び状況 

適用基準 
第 71項及
び第 72項 

公表承認日 「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」参照。 － 

合理的で裏付け
可能な情報 

報告期間の末日において企業が過大なコストや労力をかけずに利
用可能な、すべての合理的で裏付け可能な情報をいう。 

適用基準 
第 4項(8) 

子会社等 子会社、関連会社その他連結又は持分法の方法により連結財務
諸表に財務情報を取り込んでいる会社、組合及びこれらに準ずる事
業体（外国におけるこれらに相当するものを含む。）をいう。 

適用基準 
BC132項 

サ～ソ   

財務支配力アプロ
ーチ 

子会社等の投資先の活動から経済的利益を得る目的で、契約等
により当該投資先の財務方針を決定する力を持つ場合、持分割合
によらず、経済的実質を反映する割合において当該投資先の温室
効果ガス排出量を報告企業の温室効果ガス排出量に含める測定
アプローチをいう。 

気候基準 
第 6項(17) 

財務諸表 報告企業の資産、負債、資本、収益及び費用に関する情報を提
供する、財務報告書の特定の一様式をいう。 
SSBJ基準において、「財務諸表」という用語は、特に断りのない限
り、一般目的財務諸表を指す。 

適用基準 
第 4項(4) 

財務的影響 企業の財政状態、財務業績及びキャッシュ・フローに与える影響をい
う。 
なお、「財務業績」とは、我が国における「経営成績」に相当するもの
であると考えられる。 

一般基準 
BC36項、 
気候基準 
BC58項 

財務報告書 主要な利用者が企業に資源を提供するかどうかに関する意思決定 適用基準 
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用 語 定義又は説明 備 考 

を行うにあたり有用な、報告企業に関する財務情報を提供する報
告書をいう。 
財務報告書の例としては、企業の財務諸表やサステナビリティ関連
財務開示がある。SSBJ基準において、「財務報告書」という用語
は、特に断りのない限り、一般目的財務報告書を指す。 

第 4項(2) 

財務報告書の主
要な利用者 

現在の及び潜在的な投資者、融資者及びその他の債権者をいう。
単に「主要な利用者」ともいう。 

適用基準 
第 4項(3) 

サステナビリティ開
示基準 

SSBJ が開発した基準をいう。単に「SSBJ基準」ともいう。 
サステナビリティ開示基準は、次のものから構成される。 
① サステナビリティ開示ユニバーサル基準 
② サステナビリティ開示テーマ別基準 

適用基準 
第 4項(9) 

サステナビリティ関
連財務開示 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る、報告企業の
サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報（それらのリスク
及び機会に関連する企業のガバナンス、戦略及びリスク管理並びに
関連する指標及び目標に関する情報を含む。）を提供する開示を
いう。 
サステナビリティ関連財務開示は、財務報告書の特定の一様式とし
て提供される。 

適用基準 
第 4項(5) 

サステナビリティ関
連財務開示の公
表承認日 

サステナビリティ関連財務開示を公表することを承認する権限を有す
る社内の機関又は個人が公表を承認した日をいう。単に「公表承
認日」ともいう。 

適用基準 
第 4項(15) 

産業横断的指標
等 

TCFD が 2021年に公表した「指標、目標及び移行計画に関する
ガイダンス」において開示推奨項目として示された次の指標等をいう。 
① 温室効果ガス排出 
② 気候関連の移行リスク 
③ 気候関連の物理的リスク 
④ 気候関連の機会 
⑤ 資本投下 
⑥ 内部炭素価格 
⑦ 報酬 

気候基準 
BC107項 

産業別ガイダンス ISSB が公表した、IFRS サステナビリティ開示基準を構成しない、
68産業における気候関連開示のガイダンス（IFRS S2号に付属
するガイダンス）をいう。 

気候基準 
BC44項 

産業別の指標 その産業に属する企業に共通するビジネス・モデル又は活動に関連
する指標をいう。 

一般基準 
第 5項(2) 
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最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

資産運用に関する
活動 

機関投資家、個人投資家及び富裕層の投資家のために手数料又
は報酬と引換えにポートフォリオを運用する活動をいう。 

気候基準 
第 59項(1) 

実務上不可能 ある定めを適用するために合理的な努力を行っても、その定めを適
用することができない状況をいう。 

適用基準 
第 4項(14) 

シナリオ分析 不確実性がある状況下で、将来の事象の結果の考えられる範囲を
識別し、評価するためのプロセスをいう。 

一般基準 
第 5項(1) 

重要性がある サステナビリティ関連財務開示の文脈において、ある情報について、
それを省略したり、誤表示したり、不明瞭にしたりした場合に、財務
諸表及びサステナビリティ関連財務開示を含む、特定の報告企業に
関する財務情報を提供する当該報告書に基づいて財務報告書の
主要な利用者が行う意思決定に影響を与えると合理的に見込み
得ることをいう。 

適用基準 
第 4項(7) 

主要な利用者 「財務報告書の主要な利用者」参照。 適用基準 
第 4項(3) 

商業銀行に関する
活動 

預金を受け入れ、個人及び企業に対して融資を実行したり、インフ
ラ、不動産及びその他のプロジェクトに対して融資を実行したりする
活動をいう。 

気候基準 
第 59項(2) 

スコープ 1温室効
果ガス排出 

報告企業が所有又は支配する排出源から発生する直接的な温室
効果ガス排出をいう。 
例えば、所有若しくは支配するボイラー、炉、自動車における燃焼、
又は所有若しくは支配する加工設備における化学的生産からの温
室効果ガス排出が挙げられる。 

気候基準 
第 6項(4)
及び 
BC112項 

スコープ 2温室効
果ガス排出 

報告企業が消費する、購入又は取得した電気、蒸気、温熱又は冷熱
（電気等）の生成から発生する間接的な温室効果ガス排出をいう。 
例えば、エネルギーのサプライヤーによる温室効果ガス排出が挙げら
れる。 

気候基準 
第 6項(5)
及び 
BC113項 

スコープ 3温室効
果ガス排出 

報告企業のバリュー・チェーンで発生する間接的な温室効果ガス排
出（スコープ 2温室効果ガス排出に含まれないもの）をいい、上流
及び下流の両方の温室効果ガス排出を含む。 
スコープ 3温室効果ガス排出は、スコープ 3 カテゴリーに基づきさらに
15 のカテゴリーに区分され、そのうち 8 つは企業の上流、7 つは企
業の下流に関するものである。例えば、スコープ 3 カテゴリーの「カテゴ
リー15」は「投資」であり、報告企業がファイナンスを提供した第三者
による温室効果ガス排出が分類される。 

気候基準 
第 6項(6)
及び 
BC114項 

（スコープ 3温室 報告企業のバリュー・チェーン内の特定の活動から、直接入手された 気候基準 
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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

効果ガス排出の測
定における）1次
データ 

データをいう。 
1次データには、報告企業のバリュー・チェーン内の特定の活動に関
するサプライヤー又はバリュー・チェーン上の他の企業から提供された
データが含まれる。 

第 6項(18) 

（スコープ 3温室
効果ガス排出の測
定における）2次
データ 

報告企業のバリュー・チェーン内の特定の活動から、直接入手されな
いデータをいう。 
2次データには、データ・プロバイダーから提供されるデータ、並びに、
データベース及び政府統計等の産業平均データが含まれる。 

気候基準 
第 6項(19) 

スコープ 3 カテゴリ
ー 

「スコープ 3基準（2011年）」に定めるスコープ 3温室効果ガス
排出に関する次の 15 のカテゴリーをいう。 
① 購入した財及びサービス 
② 資本財 
③ スコープ 1温室効果ガス排出又はスコープ 2温室効果ガス排

出に含まれない燃料及びエネルギー関連の活動 
④ 上流の輸送及び流通 
⑤ 事業において発生した廃棄物 
⑥ 出張 
⑦ 従業員の通勤 
⑧ 上流のリース資産 
⑨ 下流の輸送及び流通 
⑩ 販売した製品の加工 
⑪ 販売した製品の使用 
⑫ 販売した製品の廃棄処理 
⑬ 下流のリース資産 
⑭ フランチャイズ 
⑮ 投資 

気候基準 
第 6項(13) 

スコープ 3基準
（2011年） 

「温室効果ガスプロトコルのコーポレート・バリュー・チェーン（スコープ
3）基準（2011年）」をいう。 

気候基準 
第 6項(13) 

正確性 情報は、すべての点で完全に精密でなくても正確であることがある。
必要で達成可能な精密性、及び情報を正確なものとする要因は、
情報の性質及び情報が関連する事項の性質に依存する。例えば、
正確性は、次のすべてを要求する。 
① 事実に関する情報に、重要性がある誤謬がない。 
② 記述が精密である。 
③ 見積り、概算及び予想が、そのようなものとして明確に識別され

適用基準 
A17項 
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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
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最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

ている。 
④ 見積り、概算又は予想を行うための適切なプロセスを選択し適

用するにあたり、重要性がある誤謬が生じていない。 
⑤ 見積りを行うために用いられたアサーション及びインプットが合理

的で、質的及び量的に十分な情報に基づいている。 
⑥ 将来についての判断に関する情報が、当該判断及び当該判断

が基づいている情報の両方を忠実に反映している。 

タ～ト   

地球温暖化係数 1単位の特定の温室効果ガスが放射強制力に与える影響（大気
への悪影響の度合い）について、1単位の二酸化炭素の放射強
制力に与える影響と比較して説明する係数をいう。 

気候基準 
第 6項(7) 

忠実な表現 情報が、表現しようとしている現象の実質を忠実に表現していること
をいう。 
忠実な表現であるためには、描写は完全で、中立的で、正確なもの
となる。 

適用基準 
A11項及び
A12項 

中立性 情報の選択又は開示に偏りがなく、当該情報が主要な利用者に有
利又は不利に受け取られる蓋然性を増大させるように、歪曲、重
視、強調、抑制又はその他の操作が行われていないことをいう。 

適用基準 
A14項 

直接的な温室効
果ガス排出 

報告企業が所有又は支配する排出源から発生する温室効果ガス
排出をいう。 

気候基準 
第 6項(2) 

適時性 意思決定者の意思決定に影響を与えることができるように遅滞な
く、情報を利用可能にすることをいう。 

適用基準 
A27項 

ナ～ノ   

内部炭素価格 投資、生産及び消費のパターンの変化並びに潜在的な技術上の進
歩及び将来の排出削減コストの財務的影響を評価するために企業
が使用する価格をいう。 

気候基準 
第 6項(1) 

ハ～ホ   

排出係数 利用可能な活動量の単位（例えば、燃料消費量、製品生産量
等）と温室効果ガス排出量の絶対値から、温室効果ガス排出量
の見積りを可能にする係数をいう。 

気候基準 
BC170項
(4) 

バリュー・チェーン 報告企業のビジネス・モデル及び当該企業が事業を営む外部環境
に関連する、相互作用、資源及び関係のすべてをいう。 

適用基準 
第 4項(12) 
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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
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最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

比較可能性 項目間の類似点と相違点を利用者が識別し、理解することが可能
であることをいう。 
情報は、次のものと比較できる場合には、利用者にとってより有用である。 
① 過去の期間に企業が提供した情報 
② 他の企業、特に類似した活動を行っている企業又は同じ産業で

事業を営んでいる企業が提供した情報 

適用基準 
A19項 

比較情報 当報告期間に開示されるすべての数値に対する、前報告期間に係
る情報をいう。 
当報告期間におけるサステナビリティ関連財務開示を理解するうえで
有用である場合、説明的及び記述的なサステナビリティ関連財務情
報に関する前報告期間の情報を含む。 

適用基準 
第 73項 

ビジネス・モデル 企業の戦略上の目的を達成し、当該企業にとっての価値を生み出
し、結果として短期、中期及び長期にわたりキャッシュ・フローを生み
出すことを目的とした、企業の活動を通じてインプットをアウトプット及
び結果に変換する企業のシステムをいう。 

適用基準 
第 4項(13) 

ファイナンスド・エミ
ッション 

報告企業が行った投資及び融資に関連して、投資先又は相手方
による温室効果ガスの総排出のうち、当該投資及び融資に帰属す
る部分をいう。 

気候基準 
第 6項(14) 

物理的リスク 「気候関連の物理的リスク」参照。 － 

報告企業 財務諸表の作成を要求される又はこれを選択する企業をいう。
SSBJ基準において、「企業」という用語は、特に断りのない限り、報
告企業を指す。 
報告企業は、連結財務諸表を作成している場合は連結財務諸表
に含まれる企業集団いい、連結すべき子会社が存在しないため連
結財務諸表を作成していない場合は個別財務諸表を作成する企
業をいう。 

適用基準 
第 4項(1) 
BC32項 

保険に関する活動 保険関連の商品（伝統的なものも非伝統的なものも含む。）を提
供する活動をいう。 

気候基準 
第 59項(3) 

マ～モ   

マーケット基準 電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれることがあ
る。）及び分離された契約証書の内容を反映してスコープ 2温室
効果ガス排出を測定する方法をいう。 

気候基準 
第 6項(11) 

持分割合アプロー
チ 

子会社等の投資先の温室効果ガス排出量のうち、持分割合相当
を報告企業の温室効果ガス排出量に含める測定アプローチをいう。 

気候基準 
第 6項(15) 

ラ～ロ   
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最初に戻る   

用 語 定義又は説明 備 考 

理解可能性 情報が明瞭かつ簡潔であることをいう。 適用基準 
A28項 

レジリエンス サステナビリティ関連のリスクから生じる不確実性に対応する企業の
能力をいう。 

一般基準 
第 24項 

連結会計グループ 親会社及びその連結子会社をいう。 気候基準 
第 6項(9) 

ロケーション基準 地域、地方、国などの特定された場所におけるエネルギー生成に関
する平均的な排出係数を用いてスコープ 2温室効果ガス排出を測
定する方法をいう。 

気候基準 
第 6項(10) 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

 
以 上 


